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翻訳

なぜ法人に課税するか？

リチャード・バード

河 西 勝 訳

１．は じ め に

経済学者たちは，どんなことにもほとんど

意見の一致を見ないし，また決して明瞭な結

論をひきだすことはしないという点で，しば

しば非難される。しかしながら，一つの重要

な政策課題つまり法人に対する課税 につ

いては，好意を示すようなことはめったに言

うべきではない，という点については，多く

の経済学者が同意しているようである。最近

のノーベル賞受賞者によるある論文のタイト

ルは「法人所得税，それをいかに回避する

か」 である。このタイトルは，主題に関連

する膨大な経済学上の文献の主旨をよく伝え

ている。法人所得税に関してこのような経済

学者の合意がみられる理由は，主として，法

人に対する課税と関連する実質的な経済コス

トにある。もっとも他方では，このような税

を本当は誰が支払うか，という点に関する不

確実性が，経済学者が一般的に法人所得税を

蔑視する確かな理由になっている。

1.1 法人税のコスト

大きなゆがみやコストが，法人税の結果と

して生み出される 。組織形態（法人格付与

決定），金融構造（負債・資本比率）そして

配当政策（配当性向）といったような事柄に

関する選択の自由が，法人税によってゆがめ

られる可能性がある。同様に，限界状態にお

いては，産業，資産構成，場所，危険負担そ

して適時に関連する投資決定が実効税率にお

ける変化の程度によって，影響をうける可能

性がある 。部門間決定と同様に異時点決定

がまた，私的貯蓄が削減される結果，資本所

得税によって影響を受ける。さらに，法人税

の複雑性は，新会社や中小会社の拡張傾向に

対して，重要なコストや障壁を課すことにな

るかもしれない。その一方で，法人のさまざ

まな決定に対する税の正確な影響に関する不

確実性が，投資に対する一般的な妨害物とし

て作用することになるかもしれない。概して

いえば，法人課税の潜在的な「暗い側面」に

ついての公共財政文献上の分析は，ほとんど

の経済学者に次のことを確信させる上で，十

分に説得力のあるものになっている。つまり，

法人税に賛成して言われるべきことはほとん

どない，その反対に，このような税金を削減

し除去することから得られる実質的な経済的

利得が存在しうる，と。

他方で，過去20年にわたる多数の国での

租税改革の進行は，次のことを証明している

ように見える。つまり，公衆は，まさしく正
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反対の結論，つまり法人税はすべての租税の

中で最良のものに属するという結論に達する

ことにおいて，ほとんど等しく同意見である，

と。法人税は，多くの国で，一部は競争的圧

力に対する対応において引き下げられたけれ

ども，このような税を除去することを真剣に

考える国はどこにもみられなかった 。たし

かに，1986年の合衆国租税改革に見られる

ように，個人所得税の減税が，ある程度，法

人税の増税によって，賄われることも時々は

あった。だが一般的には，どこの国でも，法

人の高利潤が公表される場合には，そのよう

な高利潤に対する課税引き上げの可能性と妥

当性に関する議論が，必ずといってよいほど

高まった。公衆は，法人税を，経済学者が見

ると同じようにはみないものであるようだ。

では，公衆と経済学者のどちらが正しいの

か？

1.2 担税能力の論拠

経済学者は，すくなくともこの論争におけ

る優位性は，彼ら自身の側にある，と見てい

る。彼らは，法人税の帰着（税負担者の範

囲）について根本的に疑っている。それに基

づいて，彼らは，法人税についてもっとも共

通に抱かれる公衆に人気のある諸見解が間

違っていることを証明できる，と信じている。

法人税に関して公衆に人気のある原則的論拠

は，一連の担税能力議論である。この主張の

特別に単純な解釈は，次のようなものである。

つまり，法人は，ばらばらな個々人の法的

「人格」により構成されるが，かれらのうち

の何人かは，たくさんのお金を持っているは

ずだから，「税を支払う実質的な能力をもっ

ている」に違いないし，それゆえ，税を払う

べきである，と。このような議論は，公衆に

人気のあるものではあるが，法人税の負担低

下を遺憾に思う頻繁な悲嘆が示すように，明

らかにかれらは間違っている。物でなく人々

だけが，かれらの私的な実質所得を減少させ

るという意味において，税を「支払う」こと

ができる。まさしく，法人税の主要な問題は，

正確には，公平性の観点からみて，だれが実

際に税を払うのか，だれも確信をもてないこ

とにある。法人税の帰着についての不確実性

はまた，効率性や公平性の達成に関心をよせ

る租税システムにおいては，そのような税の

余地はまったくないことを想起させる別の理

由にもなる。信念は，すばらしいことである

かもしれないが，しかしそれは，租税政策の

ために確実な基礎を提供することにはならな

いのである。

法人税の帰着についての疑いなく政治的な

便宜さからくる曖昧さは，しばしば主張され

る法人課税の別の「能力」論拠，つまりこの

ような税の帰着は累進的であるということを

評定することを困難にする。金持ちによって，

法人税の増加が支払われるのか。法人税が株

主の所得を減らし，そして株主が平均して他

のものよりもより金持ちであるその程度にお

いて，このような税は，まさしくそれらの帰

着（税負担者の範囲）において，累進的であ

る，といえるかもしれない。しかしこのよう

な累進性はいずれも，それが株主の総体的地

位について何も説明しないという意味におい

て，あきらかに「盲目的」である。億万長者

の不労所得生活者に対してと同じ税金が，貧

窮化した高齢年金受給者に対しても課される。

さらに法人税は，すべての資本所得受領者，

一般または賃金稼得者，または特に法人従業

員に対して，同様に（あるいはもっと正確に

いえば，異なる程度で）影響を及ぼす可能性

があるし，同じことが法人の生産物の消費者

に対してもいえる。経済的モデルは頻々と，

法人税はすべて資本の正常リターンを侵害す

ると仮定するが，にもかかわらず，これはあ

くまでひとつの仮説であり，事実ではないこ

とを想起することが重要である。同様に法人

税は，まさしく全面的または部分的に前方に
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向かって価格におけて転嫁されることが想定

される。実際に，日本の税システムの最近の

研究が記すように，この国では，このことが

一般的に想定されている 。

帰着をめぐる困難な問題はまた，第三の

「能力」議論の中心に横たわっている。その

議論はしばしば，次のような結論をもたらし

た。つまり法人税の帰着がどうであれ，その

減税は，現存課税が株価において資本化され

るその程度により，現存株主に，たなぼた式

利得を与えることによって，ほとんど確実に

逆方向の分配効果をもたらすであろう，と 。

このような移転の大きさは誰も知ることがで

きないが，その一方でその存在がありえない

ことであるようには思えない。がたとえそう

だとしても，それはおそらく，現存する法人

税を維持するための正当な根拠のある分配議

論よりも，むしろ課税の変更の望ましさを評

価する際に考えられる「変更コスト」の可能

性として，最善に考察されよう。この点は，

この論文の最後の部分で検討される。

以上のように，法人に課税することに対す

る公衆の支持は，その論拠とするところが，

論理的および経験的に弱い。それと対照的に，

法人税に対する経済学上の反対は，強い論理

的な（それほど強く経験的ではないが）根拠

を有している。それにもかかわらず，本論文

における主張は，次のようなものである。つ

まり，政策の現実世界において必要とされる

すべての諸条件が考慮される場合には，（法

人税に対する）以上の二つの立場（経済学者

と大衆との）は，最初にそう見えるほどには

かけ離れているものではない，と。法人に課

税するために，あるひとつの申し分のない議

論が成立つということはありそうもない。だ

が，一定の環境において一定の形態の法人税

を支持するためならば，少なくとも１ダース

の議論が存在しえよう。以上の議論を特定国

の文脈において発展させる場合には，少なく

とも著者の見解では，それは一般的に，次の

ようなケースがもたらされる。つまり事業や

資本所得，特に法人に対する課税は，単に存

在するはずだというだけではなく，われわれ

が今有しているかたちの法人税は，われわれ

が，最良のものから遠くはなれて，一定の環

境の下でなしうる全てではない，と。このこ

とは，われわれはよりよいものを持つことは

できない，ということを意味するものではな

い（明らかに，何回もの，そしてしばしば重

要な変更が，ほとんどの国の法人税政策にお

いて望ましいであろう）。そうではなくて，

現存する法人課税の基本構造は，決してすべ

て悪いというわけではない，ということを言

いたいのである。

以下では，本論文のタイトル「なぜ法人に

課税するか」において提起された問題に対し

ては，大きく三つの答えが提示される。法人

に対して諸国は，次の三つの理由（またはそ

れら三つの理由の統合において）で課税する。

つまり⑴そうすることが望ましいから，⑵一

定の目的を達成するために，そうすることが

必要だから，⑶そうすることが便宜的だから，

である。法人税に対する以上の三つの可能な

合理的根拠づけ― 望ましさ，必要性，便宜

性― の間をいつもはっきり区別して論じる

わけではないが，次の三つ節（２．３．４．）

では，それらの見出しのもとに，法人税の根

拠が考察される。「５．法人にいかに課税す

るか」では，法人は，これらの種々なる根拠

の光の下で，いかに課税されるべきかを簡潔

に議論する。そして，「６．結論」では，特

定の国における法人税のレベルや構造におけ

る変更を決定することにおいて適切と思われ

る，いくつかの追加的要因を考察する。
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２．法人に課税することが望ましい理由

2.1 はじめに

課税は，それがなければ社会はもっと暮ら

し向きがよいであろうという意味で，すべて

の税が，本来的に悪であるかのように，しば

しば議論される。公的な支出がもたらす便益

をいかに償うかはさせおいて，この見解は正

しくない。事実三つのタイプの税が存在する

が，これらは，さもなければそうであるより

も，ある特定の国をもっと暮らし向きのよい

ものにする可能性がある。

第一は，「ピグー税」である。これは，経

済的主体をして，社会的コストを正しく考慮

に入れるべく誘導することによって，市場の

効率性を改善し，同時に国家に収入を提供す

るものである。

第二は，経済的レントまたは純利潤にたい

する税である。社会的に便益的な方法で配分

決定を変えるピグー税と違って，レント税は，

公的な財に金融するかまたは分配的目標を達

成するかするために使われうる収入を提供す

る。その一方で，それは限界状態になんら影

響を及ぼさないし，それゆえ，なんら経済的

コストも課さない。

第三は，この国家歳入の三人組みのうち一

般的に言及されることが最も少ないものであ

るが，外国人によって支払われる税である。

特定の国の観点からみて，投資の流れや貿易

パターンに対する影響を弱めることなく輸出

される税は，私的利用のために得られる国内

資源を減らすことなく，公共の目的のための

追加的な収入を提供するという意味において，

まさしく非常によい税である。

租税政策を設計することにおける第一の関

心は，どこの国でもそうであるが，なるべく

正常なやり方をゆがめない形で，公共部門活

動に金融する為に必要な追加歳入を引上げる

という味気もなく不愉快でもある業務に方向

転換しないように，できるだけ多くの「よ

い」税を課すことであるべきであろう。

数年に渡り相当に注目されてきた地代に対

する二つの税は，地価に対する税（Henry
 

Geogeの有名な「単一税」）と法人キャッ

シュフローに対するさまざまな形態の税であ

る 。同様に，最近年において，環境税また

は「グリーン」税（ピグー税の一形態 ）

の利用可能性（とその限界）について，多く

のことが書かれてきた。学術文献は，当然の

ことながら，税輸出の潜在的な（国民的な）

長所に関してあまり前向きではないが，その

一方でこの主問題の若干の特徴については分

析家によって研究されてきた 。つづいて，

法人税が以上の三つの異なった観点から望ま

しい税であるその程度を議論する。

2.2 代償税

法人の活動は，たとえば，環境上の劣力を

通じて，全体としての社会に非価格的なコス

トを課す結果において，否定的な外部性の発

生をもたらすかもしれない。この問題に対す

る可能な財政上の解決は，問題を引き起こす

活動に対して適切な矯正税を課すことである。

環境汚染税，グリーン税，責任ベース課徴金，

なんとよぼうとも，これらを設計し，実施す

ることは，実際には困難な仕事であり，ここ

で詳細は議論できないが，しかし原則的には，

このような負担を課すことの論拠は，明らか

であろう 。しかしながら，二つの制限的

意見も，また明快である。一つは，法人は，

他の経済的主体と同様に，矯正的な環境税に

適切に従うであろうが，なぜ法人だけがその

ように課税されるべきかの理由は何らない。

第二に，この議論は，法人税一般について支

持を提供しないで，むしろ課税の非常に特別
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な形態を支持することになる。簡単に言えば，

グリーン税は，しばしばまったく非常に良い

税ではあるが，しかし法人といったものに課

税する論拠は，この議論においては何ら見い

出すことができない。

多くの同じことが，ある意味で，同じ議論

の変形と考えられるものに関していわれうる。

つまり，特定の公共活動が，特定の企業に

よって受け入れられ識別されうるコスト軽減

便益に結果するその程度によって，その企業

は，税が課されうるし，また課されるべきで

ある，ということである。法人（または何か

他の直接的受益者）に対して，負担可能な場

合に利用者負担を適用しうる顕著なケースが

存在している 。さらに，この主題は，こ

れまで殆ど研究されてこなかったが，おそら

く特に地方政府レベルで，公共支出のかなり

の部分が，企業に直接恩恵を供与することが，

ありうる 。多くの場合において，直接的

な利用者負担を設計し，履行することは，困

難であるという見解において，おそらく，一

定の限られたケースではあるが，「帰属しな

い」便益をカバーするために，若干のより一

般化された形態のビジネス税が課される可能

性がある。このような税を法人だけに課す明

らかな理由はないが，それだけでなく，この

ような税は，また，国の範囲よりもむしろ地

方レベルなされるべきであるし，また，比較

的に低率で課されるべきである。更に以下で

論じられるように，この理由で企業税を支持

する人たちは，もっとも適切なベースとして

（いつも私的な配分決定にバイアスをもたら

す利潤，支払い給料，または資本への分離課

税よりもむしろ）すべての要素コストへの課

税を主張する 。

2.3 便益論拠

「代償税」を課すための，このような特別

な「便益」議論は，（文献上に見出される）

法人に課税するためのより一般的な便益論拠

の二つの異なったバージョンと混同されるべ

きではない 。第１に，法人は，たとえば，

その中で市場活動が行われるその基本的な法

的および制度的な枠組みや物的インフラを提

供したり，労働者を教育したり，経済的活動

の高いかつ安定したレベルを維持したりする

ことにおいて，政府が行う活動から一般的に

便益をうる可能性がある。このような法人・

政府「パートナーシップ」は，利潤の（そし

て恐らく，損失の）若干の共有（シェアリン

グ，山分け）を正当化するものとみなされう

る。しかしながら，議論のこのようなむしろ

あいまいな考え方が存在するとする場合にさ

え，それが，より一般的に企業に，または所

得一般に対してより，なぜ法人だけに適用さ

れるべきであるかという点では，明白な理由

はなんらないのである。

第二に，法人は，特別の便益と考えられう

る，政府によって与えられる一定の法的な特

性を持つことにおいて，他の企業とは異なる。

たとえば，有限責任，永続企業，所有権の容

易な移転，それと関係する特徴（おそらく資

本市場へのより容易なアクセスといった）は，

あきらかになにか価値のあるものである。国

家は，これらの特典・特権を認可する独占を

持っている故に，それらに対して，その市場

が負担しようとするものならなんでも，課す

ことができる。しかしながら，効率性の意味

においては，このような負担は，法人化が社

会的コストを引き上げるその程度においての

み，正当化される。そして，唯一真にこのよ

うなコストだけが，記録をとどめられるであ

ろうから，せいぜい，わずかな登録費用また

は同様な賦課が，このような主張によって正

当化されるように思われる。おそらく，いく

つかの国で，法人資本に課される若干の税は，

この方向に沿って，限られた範囲で正当化さ

れるかもしれないが，しかしそのことから有
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限責任の特典が，殆どの国で見出されるその

範囲と規模において，一般的に法人税を正当

化すると主張するとすれば，それは言い過ぎ

である。要するに，上で論議されたピグー派

の議論と同様に，便益議論のこれらのいずれ

のバージョンも，法人に対する重要な一般的

課税を正当化するようには見えないのである。

法人は，他の事業体と同様に，それらが受け

取る特別な便益（または，それらが他に課す

コスト）に対して，支払うべきなのであるが，

しかし，このような議論において基礎づけら

れる特別な法人所得税のための事例は，なん

らないのである。

2.4 地代課税

経済的レントまたは，純粋利潤は，一時的

にかまたはより長い期間にわたって，さまざ

まな理由で，生み出されうる。またもや原則

的には，この議論を法人に限定する理由はな

んらないのであるが，多くのこのようなレン

ト（たとえば，自然資源の利用や独占的地位

から生じるレント）が法人に生じることは，

事実上，ありそうに見える 。まさしく法

人に特別な税を課する伝統的議論は，累進税

でさえ，はっきりいって，独占レントないし

「超過」利潤を活用するためであった。この

見解は，大きくは分配上の関心によって動機

付けされてきたように見え，また今日ほとん

ど支持を受けていないけれども，最近の専門

的な文献は，法人レベルで経済的レントに課

税することについては，強い効率性が存在す

る場合があることを明らかにしている 。

定義によって，地代に対する課税は，私的な

経済的決定を妨げることなしに（このことは，

上で述べたように，いかなる税についても望

むべきことであるが）公共目的のために収入

を保証する。このように，レントに課税する

ことは，法人利潤に課税するために普通主張

される主要な論拠のひとつであり，特に，法

人課税改革のためのいくつかの最近の提案が，

法人利潤の地代要素だけに課税することを目

的にしていることも，驚きではない 。

2.5 国際的な観点

地代に課税するための議論の重要な観点は，

外国投資の課税に関連している。外国の企業

は，単にそれらが外国人であるという理由で，

一般的に，国内市場では国内企業と比較して

特有な不利の状態におかれる。にもかかわら

ず，外国企業は，ノウハウ，技能，金融また

は市場へのアクセスの意味で，若干の特別な

有利性（かれらは，この有利性を，自らの

「外来性」を相殺するために開発することが

できる）を持つゆえに，競争で成功すること

ができるかもしれない。言い換えれば，外国

企業は，自らのために地代を生み出すいくつ

かの企業特性資産を保有している。事実，ひ

とつの有力な見方にたてば，外国直接投資は，

存在しているだけで，このような事業に生じ

る利潤は地代要素を含むはずであることを示

唆する 。それゆえ，ガチョウを殺さない

ように注意しなければならないが，このよう

なレントに対する賢明な課税は，よく道理に

かなっている。まさに，次節で述べるように，

外国投資家のもうけに対して税を課す（少な

くともそれれらの母国において課される税の

レベルまでの）ケースは，特に強く存在して

いる。というのももし受入国が外国投資家が

儲けた利潤に対して課税しないならば，その

母国がそうするだろうからである。

国際投資のほかの二つの観点が，また，こ

の状況に関連している。第一に，若干の著書

が，受入国は，外国投資によって生み出され

る利潤を山分けする資格が単純に権利の問題

としてある，と主張してきた 。この議論

は，特定の自然資源が所在しているその地方

が，その資源に課税する最初の請求権を持つ

という趣旨でいわれるケースに類似している。

ある人々は，しかしながら，このような請求
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権は，なんら先に言及された便益議論や責務

議論を超えるような妥当性を持たないと主張

してきた 。なお他の人々は，この「源泉」

議論の強さを，地代を生み出す資源が見つけ

られるその国（または地域）が，（かつてそ

うであったように）財政上最初の第一番の重

要性を持つという単純な事実に帰した 。

全体として，受入国による課税のためのこの

「国家的レンタル」議論は，長い伝統を持っ

ているが ，それを受け入れるか否かは，

ロジックよりもより好みの問題であるように

みえる。

第二に，そしてレンタル議論の国際的バリ

エイションとはまったく区別されるが，政府

は，彼ら自身の投票者に影響を及ぼさないよ

うな税を偏愛する。この幸運な状態を達成す

るひとつの方法は，いうまでもなく非居住の

所有者に課税することであろう。他の方法は，

国内で生産される商品を消費する外国消費者

に対して，国の輸出が世界価格に影響を及ぼ

すべく十分に重要な程度で，課税することで

あろう 。

国際的な税輸出は，研究上困難な課題をな

す。ある国で法人に課される税が，外国消費

者に対するより高い市場価格を通じて，ある

いは外国所有者へのより低い分配を通じて，

輸出されるかどうか，あるいはどの程度でそ

うかについて，非常にはっきりした意見を持

つものは誰もいない。しかし，世界が紋切り

型の摩擦のない「小さな開放経済」モデルと

は異なる（明らかにそうであろうが）その程

度において，国際的な税輸出の可能性を放棄

することはできない。しかしながら，この問

題については，ほとんど知られていないので，

税輸出上に税政策の基礎をおくことは，ばか

げていよう。国民政策的観点からは，外国人

に課税することは，全くそれを無難にやって

のけることができるときにはいつでもやるこ

とが望ましいであろうが，しかしこのような

格言は，政策の実際的ガイドとしては，ほと

んど有効でないように思われる 。

３．法人に課税することが必要である

ことの理由

先の部分は，法人に対する課税は，若干の

場合において，経済的福祉を改善する（ピグ

ミー税）が，経済的福祉を害さない（地代

税）し，あるいはまたは，国境を越えるもの

に対してコストを課す（税輸出）という方法

において，公的収入を集める望ましい手段で

あることを示した 。法人税がこれらの理

由で望ましいとみなされようと，みなされま

いと，法人税は，密接に関連する諸理由のた

めに，必要であることが，証明されよう。次

に議論するように，特に現存する国際的租税

体制は，諸国が法人利潤に税を課すことを実

質的に絶対必要なものにしている。さらに，

実際上，法人税という形態をとる以外に，効

果的にレントに課税するほかの方法はないで

あろう。最後に，法人レベルでのいくつかの

課税は，いずれの適切な個人課税制度にとっ

ても，本質的な部分を構成すると見ることが

できよう 。

3.1 国際的投資再論

ほとんどの国が法人利潤に課税しているひ

とつの理由は，ほとんどの国が法人利潤に課

税しているということにある。この点をいい

かえれば，国境を越える投資の流れが重要で

ある世界では，国内税制の設計においてます

ます影響力を増す要因は，他の諸国における

税制との相互作用であるということである。

たとえば，カナダの場合には，その法人税シ

ステムは，他の国，特により大きな発展国に

見出される法人税のシステム，なかんずくア

メリカの法人税システムと，多様な方法にお

いて相互作用する。支配国は国境を超えた投
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資の流れにはるかに関心を持つからであ

る 。相当に単純化しすぎかもしれないが，

おそらく，合衆国が法人利潤に課税するかぎ

り，カナダもまたそうすべきである，といえ

よう。このことは，カナダのシステムが，南

方の隣人のそれのクローンであるべきだとい

うことを意味しない。それは，たとえば，そ

の二つの国で法人株主課税に対して取られる

非常に異なった取り扱いが証拠となるように，

クローンではない 。しかし，国境を越え

た投資の流れの重要性や合衆国の支配は，カ

ナダの法人税システムが合衆国のそれから分

岐するその度合いには，限度があることを意

味している。

特に，現在の合衆国ルールのもとでは，利

子控除を許さないいずれの外国法人利潤税も，

合衆国税に対して，称賛に値するとみなされ

ることはありそうもない 。この事実をみ

るだけでも，おそらくカナダのような国に

とっては，さらに下で議論されるように，し

ばしば，唱導されてきた法人税改定のよりド

ラステックな形態のいくつかは認められない。

合衆国ルールはまた，それらがおそらく，も

し伝統的な法人利潤税に代替的な「最小」税

の形態をとらず，そして注意深く尊敬に値す

べく構造化されないとすれば，法人資本課税

の成長を抑制するであろう 。いくつかの

カナダの諸州が（資源会社に対する特別税に

関して）経験したようにあまり伝統的でない

法人課税の形態は，もしそれらが，「よい」

法人税はどのように見える「べき」であるか，

つまり，できるだけ多く合衆国法人所得税に

似ているということに対するアメリカ人の期

待に従うことができないならば，かなり見劣

りするものになろう。

より一般的にいえば，特別の種類の法人税

（法人所得税）が世界的な広がりにおいて受

け入れられているということは，比較的小さ

な国が，投資の減少や税収の減少の形態で，

あるいはその両方でペナルテーを受けること

なくしては，この標準から非常に遠くかけ離

れることは困難であるということを意味する。

慣習的な法人所得税は，疑いなく多くの欠点

を持つが，しかし，ほとんどの国が法人所得

税を有する限り，ほとんどの国は法人税を持

つべきであるということになろう。

概して法人に，特に法人利潤に課税する場

合の「国際的」議論は，印象深いものである。

少なくとも，七つのこのような議論が，文献

上に見出される。このほとんどがすでに言及

されたが。

第一に，外国資本所得に対するいくらかの課

税は，なんらかの国際的市場力を有効に生か

すために望ましいであろう。すなわち，資本

の国際的供給は，完全に弾力的ではないので，

国家レベルでの非歪曲的な課税の余地がある。

第二に，経済的利潤（レント）が，資本輸出

国と資本輸入国の両方の国内税制のもとで十

分に課税されない場合には，両方の国が，外

国資本に課税すべきである。

第三に，もし他の生産不効率が存在する場合

には，このような税が，もしも経済的利潤が

十分に課税されるとしたら，効率性問題にお

いて正当化されよう 。

第四に，より狭い国家的観点からは，多国籍

企業が「地方に特別なレント」を獲得する場

合には，源泉国は，投資に影響を及ぼすこと

なくこのような利潤に税を課すことができる。

第五に，国際的な資本の流れに対する税は，

外国の税額控除制度をもつ資本輸出国からの

所得移転をひき出すために使われよう 。
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第六に，高い直接税に対する政治的制約があ

る場合には，源泉ベースの法人税は，不動の

生産要素に対して課税すべく得られる最良の

方法であるかもしれない 。

第七に，先に述べたいくつかの効率性および

制度的議論を特定の「エクイテー」観点と結

びつけると，この様な税は，諸国が国際的な

投資から得られるレントを共有する上で適切

な方法をなすかもしれない。

3.2 個人税を補強すること

どんな税も完全ではない。法人所得税のひ

とつの重要な役割は，たとえば，キャピタル

ゲインが法人レベルに生じる時に，それに課

税することによって，個人税システムにおけ

るなんらかのギャップを埋めることである。

法人レベルで課税がされない場合には，株主

は，留保利潤を，（課税されうる）配当とし

て受け取るよりも，法人レベルに置いたまま

にすることによって，税を繰り延べる強い動

機を持つであろう 。同様に，法人所得税

は，ある程度，外国人によって受け取られる

資本所得に対して，個人所得税を課すことが

できないことに対する適切な埋めあわせとみ

なすことができよう。法人税の他の別の「手

助け」役割は，たとえば，さもなければ課税

当局の注目するところとならないような個々

人に支払われる配当に対する課税を保留する

ことによって，個人税の執行を助けることで

あろう。

このことすべてが，近代的税システムにお

いて，税「第三者」集金者および情報提供者

として，法人によって演じられる絶対に必要

な役割（次の部分でさらに議論を発展させる

が）に付け加えられる。

個人と法人と間の関係（労働と資本の供給

者，利潤の受領者，生産物の購入者として）

は複雑なので，法人レベルでの課税の役割は，

いかなる租税制度の下でも，執行と行政の意

味において，重要性が高い。たとえば，もし，

個人所得税が，賃金だけに対する課税によっ

て，または個人支出に対する課税によって，

または，発生ベースでのゲインを含む包括的

所得税によって，置き換えられるとすれば，

法人税の「ギャップ」を埋める役割は縮小す

るかもしれないが，しかしその執行役割は，

強まりさえするであろう 。それゆえ，国

内と国際的の両方の理由で，直接的な個人税

が税制度の一部を構成する限り，税は，法人

に対して課せられ続けなければならない。

４．法人に課税することが便宜的であ

る理由

法人に課税することが望ましくもなく，必

要でもないとしても，そうすることがあまり

にも便利で都合よいので，法人に課税しない

制度は，ほとんど想像もできないようにみえ

るほどである。数十年前，課税に関する

Canadian Royal Commissionは，法人と

いったものに税を課す理由は何もないことを

主張するために，それが法人の「導管」理論

（つまり法人は本来的にかれらの究極的所有

者に利潤を送るだけの導管にすぎない― と

いう理論）と呼んだものに飛び付いた 。

先に（われわれは），この見解は，それが経

済的レント，特に外国人に生じる経済的レン

トに課税することの望ましさとそして本来的

に不完全な個人税に対する補足物としての法

人税の有用性（実質）を無視する（無関心で

いる）ことにおいて，重大な欠陥を持つこと

を主張した。本節では，先の議論と対照的に，

「導管」見解を基本的に再定義するが，それ

は，次のことを言うためである。つまり，現

代の経済的活動の非常に多くが法人の導管を

通じてフローするという事実が，法人レベル

で課すことをあまりにも便利なものとするの

で，そうしないことは，ほとんど想像できな
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いほどである，ということである。

4.1 税の集金者として

あるレベルでは，法人レベルで課される多

数の税に対する論拠は，簡単明瞭である。つ

まり，銀行強盗Willie Suttonが，かつて，

なぜ銀行から強奪したのかと訪ねられた時，

言ったと伝えられているものを，言葉を変え

て述べるとすれば，次のようになる。法人は，

主たる理由として，お金がそこにある場所で

あるから，または，少なくともお金がもっと

も容易に見つけ出される場所である，という

理由によって，課税される。現代の経済にお

いては，稼得され費消されるほとんどの貨幣

が，ある点において法人の手を通過するので

あるが，法人は，個人よりも，一般的により

よい記録（情報）を保持しており，それを突

き止めたり，追跡することが，より容易であ

る。こうして，可能な限り，個人よりもむし

ろ法人から税金を集めることに対する強い行

政上の論拠が存在する。効率的に課税するこ

との鍵は情報であり，現代経済における情報

の鍵は，法人（特に金融法人等々を含む）で

ある。法人はこうして，現代的歳入において

は，国境における関税障壁に対する国家的等

価物をなしている。あるいは，いってみたけ

れば，法人は，歳入という金の卵を生産する

情報伝達的なガチョウということになる。常

に租税政策に付きまとうジレンマは，ガチョ

ウの衰退やおそらく偶発的な死亡をもたらす

ようなことにはならないようにして，いかに

多くの卵を搾り取ることができるか，という

ことである 。

このような一般的な行政上の論拠は，法人

を個人所得税（たとえば賃金，利子，配当に

対する税）の源泉徴収代理人および販売税や

物品税の集金代理人の両方として，または，

潜在的に，オーストラリアや他の国のように，

商品やサービスを法人に供給する非法人また

は法人の生産物の購入者に課される所得税，

販売税，その他の税の「前納者」）として，

法人を利用することに関して，妥当する 。

法人は，従業員に対する支払い給与税（pay-

roll）の源泉徴収代理人および他の税直接支

払い者の両方として，行動する。雇用者が負

担する給与税が結局は労働者によって支払わ

れるとみなされるその程度によって，これら

の税は，おそらく，単に源泉徴収の直接的手

段とはみなされなくなるであろう。他方で，

給与税が，形式的に，従業員または雇用者の

どちらに課されるにせよ，事業を行うコスト

に対して与えるその影響の程度によって，こ

のような税は，さらに下で論じられるように，

法人資本に対する税と同様に ，非中立的

なやり方で生産要素インプットの選択に対し

て，おそらく影響を及ぼすであろう。

税はお金で支払われる。そしてほとんどの

お金はある段階で法人を通過する。税は，当

局が課税可能な取引の存在と価値についての

適切な情報を持つその程度によって，効率的

に集金されるであろうし，ほとんどの本質的

情報は，法人の手の中にあるのである。こう

して，現代の租税制度は，真の意味において，

法人の導管が，水路（それを通じて税のベー

スがフローし，そこにおいて税のベースが

もっともよく把捉され引き出される）として，

税関ハウス（建物）に取って代わるその程度

に依存している。この観点から見て，法人の

活動についてアウトソーシングの割合が増大

する最近の傾向（従業員を持つ会社がない

― そこでは，無限に続く下請けの連続のみ

― 世界を想像せよ）は，税行政官に重大な

問題を提起する 。もしこのような傾向が

支配的になるとすると，より多く頼みの綱と

されるものが，（上で述べたオーストラリア

の「契約者のための前納制度」といったよう

な）推定にもとづく課税として，作り出され

なければならないかもしれない。このテーマ
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については，ここではこれ以上追求できない。

4.2 税ベースとして

所得と支出のフローが法人に対してそして

法人を通過して作用を及ぼすので，税金を課

するという単純な便利さだけでは，法人と

いったものに税を課すことを正当化しえない

（おそらく最も未熟な委任状議論などは存外

であるが）。政治経済学の意味においては，

ほとんどの国において法人税が広くいきわ

たっていることの主たる理由は，単純に，次

のようなものであろう。法人税は存在してい

る，だから法人税は存在する― エベレスト

山議論では ，なぜ山に登るのか，答え，

そこに山があるからだ― といった議論が，

このような税の明らかな政治的実現可能性，

おそらく政治的な緊急必要性 と結び付け

られる。このような税がすでに存在している

ことが，もし重要な事実としてないとすれば，

法人自体に対する課税がなぜ望ましいか，あ

るいは必要かに関して集められる議論のほと

んどは，ほとんどの国で今見られるタイプま

たはレベルの税のためには，せいぜい弱い論

拠しか提供しえないように思われる。かくし

て，それら（法人税）の存在のための政治的

な議論は，しばしば経済学者によって無視さ

れたり，過小評価されてきたけれども，すく

なくとも簡単にでも発展させる価値があるわ

けである。

課税は，経済的現象であると同時により以

上に政治的な現象である。政府は，誰がどれ

だけどんな方法で支払うべきかということに

ついての一般的な見方に賭けをしてのみ，進

むことができる。もし大衆の人気ある感情が，

強く大法人は多額の税金を支払うべきだとい

うことであれば，反対の議論を数十年も経済

学者がしたとしても，政権を握っていたいと

思ういかなる政府においても，これらの風潮

に少なくとも若干なりとも服することが，通

常は，義務として課されることになる 。

最小限の法人税や法人資本税といったような

方策は，何か他の理由で正当化することは困

難に思える。しかしながら，このようなむし

ろ非難を招くような私の論評は，政治的議論

だけでは，このような税を正当化するために

は不十分であるということを，意味するもの

ではない。政権を握り続けることをいかなる

政府も願望するということを全く別にしても，

もし法人からの税を増大させる政治的コスト

が低いならば，たとえ経済的コストが高いと

してさえも，依然として，法人からの税を増

大させることは，完璧に根拠のあることとい

えよう。つまり両方のコストが真に存在して

いるとすれば，最適な租税政策は，究極的に

限界収益点において，総費用を総利益と等し

くさせるであろう 。

経済的に不合理に見えるような法人に対す

るなんらかの課税は，こうして，より大きな

政治経済的状況をふまえて理解するならば，

完璧に道理にかなうことになる。このような

議論は，存在するすべてのものが，たんに存

在する故に正当化されるというようにはなら

ないように，注意して使われなければならな

い。このような税が，重大な経済的ゆがみを

引き起こす場合には，通常は，公共や政治的

視界からは隠されているこのようなコストは，

このような方法で収入をひき上げることから

くる「受け取り可能」利得に対して，明確に

比較検討されなければならない。

4.3 政策の柔軟性

なぜ法人税は便利であるかという点におけ

る最後の理由は，それを通じて法人の経済的

行動に影響を与えるところの租税手段を持つ

ことは，多数のさまざまな政策上の展開から

見て，有益であるということである 。先

に記したように，現代国家におけるほとんど

の経済活動は，法人の形態において行われて
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おり，そして，政府が，経済的活動を具体化

する上で積極的な役割を演じることを望む限

り（このことは，政府が存在する限り行われ

るであろう），法人租税政策を通じてそうす

ることの機会をはねつけてしまうことはばか

げているであろう。一般に，特定のタイプの

資産において，または特定の場所において，

投資を奨励したり，または抑制したりする政

策，そして，輸出，外国への投資，外国から

の投資，中小企業または新事業，技術集約的

事業，を助長する政策，または月々の経済的

政治的特色が何であれ，これらの政策につい

ては，政府に対する一般的な公衆の人気が高

かったし，また高くあり続けるであろう。税

と減税が，政府がその種々なる分配的配分的

目標を達成するために利用する政策手段の

セットから排除されるべきなんらの理由もな

いのである 。

政策といったものは，コストを伴うし，そ

の目標の達成に失敗しもするが，しかし，租

税政策も，この点では他の政策となんら相違

ない。だから政府に，非財政的理由で，租税

政策への「非介入」の厳粛な誓いを期待する

ことは，不合理であり，全く無意味であるよ

うに思われる。要するに，法人に税を課すこ

との潜在的に重要な理由は，単に，法人は現

代社会において重要な行為者であり，そして

政府は，この重要な行為者に影響を与えるこ

とのできるすべての手段を必要とするし，ま

たは少なくとも欲している，ということであ

る。

５．法人にいかに課税するか

5.1 はじめに

法人に課税をする願望についていくつかの

可能な論拠が議論された。おそらくこれらの

論拠について最も注目すべきことは，若干の

「模倣」動機をのぞいて，それらのいずれも

が，世界中のほとんどの国で見出される法人

税の現行の構成や構造に対して，多くの支持

を与えるものではない，ということである。

しかしながら，ほとんど同じことが，財産税

や社会保障「保険料」といった他の税につい

ても，いうことができる。

租税政策は，すべての公共政策と同様に，

しばしば部分的に衝突し合う諸目標を，非常

に制約されておりまた変化もする経済的，政

治的，制度的文脈において，達成する企ての

産物である。われわれが今行っているものに

ついて明瞭な論拠が何ら存在しないという単

純な事実は，他の何かをすることがより良い

ことであるということを意味するものではな

い。一方で，特定の環境のもとで，法人に課

税することについて，たとえば10個の立派

にみえる理由が存在するということは，殆ど

の環境や国において，法人に対する何らかの

課税が存在するはずであることを，示唆する。

他方では，投資や成長に対する政策の不確実

性増大がもたらす潜在的な高コストが存在す

る場合には，殆どの法人税の場合におけるよ

うに，たとえ，なぜ租税がそもそも存在する

か，明瞭でないとしても，「古い税は立派な

税である」という格言に同意して言われるべ

きことは多い。

以上の一般的な注意にもかかわらず，すく

なくとも，先に議論された理由のいくつかは，

説得力があるものと考えられよう。そうであ

るとすれば，法人税を設計する場合には，な

ぜその税がどの程度にそしていかに運用され

るか，要するに租税設計は，いかに設計され

る租税の推定論拠によって影響を受けるか，

という問題が存在する 。この問題に対し

ては，ここで三つの方面から，簡潔に考察さ

れる。第１に，法人利潤に対する税は存在す

るべきか，そしてもしそうであるとしたら，

それはどんな形態を取るべきか，である。第
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２に，労働とか資本といった特定の法人投入

インプットに対して特別の税は，存在すべき

かどうか，である。第３に，法人税の妥当な

「ミックス」とは何であるべきかを示す法人

課税の論拠に関して，何か存在するかである。

5.2 利潤への課税

上述した理由，つまり特にアメリカなど他

国がそのような税を有しているという事実だ

けが，現在存在するような法人利潤への相当

な課税を恐らく支持するであろう。しかしこ

のことは，殆どの国にとって重要でないとか，

あるいは瑣末な議論であるとかということを

決して意味するものではない。ふたたび，カ

ナダは，この点で明瞭な事例を提供する。

カナダは，合衆国に比較して小さいし，そ

して，カナダが合衆国の政策や合衆国の利害

に対して働かせうる影響は，合衆国がカナダ

に対して及ぼす影響に比較して，僅少である。

純粋貿易理論の世界でさえ，すべての国民経

済が貿易と生産要素フローに対して完全に開

放的であるとする場合には，それらの福祉を

最大化することに利害を有する大開放国は，

小開放国とは異なったルールでプレーするで

あろう。この観点から言えば，合衆国は，

NAFTAといった国際的協定の文脈から見

て明らかに大きいし，そして，その国民的な

利益にかなうものが，他の協定参加国の利益

に，つねにかなうものとは限らないであろう。

もし，この事実を，（われわれが幼稚園でみ

んな学ぶと想定される）ひとつの重要な課題

（つまり，もしあなたが，大きな少年とプ

レーするとすれば，あなたは一般的に大きな

少年のルールによってプレーしなければなら

ないということ）と結びつけ，また国際法は，

たんに諸国がそうであることを望むというだ

けのものであるという事実と結びつけるとす

れば，合衆国の立法府が，外国人に合衆国市

民のための法を作らせようとすることについ

ては，経済分野においては，ほとんどその兆

候がないということが，重要である。このよ

うに，もしある国の租税政策が，NAFTA

（または他の国際的協定）の結果として変更

されるとしても，それは強国のものよりも，

むしろ弱国のものであることがより多いであ

ろう。NAFTAにおいては，直接的に租税

政策を支持するものは何にもないであろうが，

現実は，合衆国とのより密接な国際的統合は，

カナダにとってなんらかの重要な税の変化が

いかにその支配的な隣人に関係するかを非常

に注意深く考えさせるということである 。

このことがより多く真実であるような分野は，

法人課税に関する分野以外にないであろう。

この観点からは，二つの点がカナダにおけ

る法人利潤への課税に関して，重要に思われ

る。第１に，いずれの税の法定税率も，合衆

国におけるそれに接近するはずである。もし

その法定税率がかなりより高いとすれば，そ

れは，望ましいことではないが，外国からの

控除（移転価格による租税回避の非常に過小

評価される形態）を招くであろし，それゆえ

税収を減少させるであろう。それがかなりよ

り低いとすれば，この場合においては問題会

社に対してよりもアメリカ財務省に対してで

あるが，ふたたびある程度の税収が不必要に

失われる 。第２に何らかの税ベースが，

信用を保証するために，アメリカのそれと十

分に接近しているはずである。このことは，

とくに，一般に理解されているように，現行

ルールのもとでは，そのベースは，利子につ

いて十分な税控除を許さなければならないこ

とを意味する 。

同様にこのことが意味するものは，カナダ

は，先駆的にキャッシュフロー利潤税を適用

する方法をリードすることを望ましいとみな

す（このような課税は，若干の分析家にとっ

てそう見えるように）最後の国のひとつであ

るはずだということである。まさしく，もし
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これらの制約が重大なものとみなされ，一方

で現在のカナダの法人税において望ましい変

更のための多くの可能な領域（たとえば，配

当税軽減，資源控除，在庫に関する）が残っ

ているとすれば，カナダの法人利潤税の二つ

の最も基本的な観点（広く定義してレートと

ベース）は，合衆国において同様な変更の明

瞭な証拠が存在しない場合には，おそらくみ

だりに改ざんするべきではないであろう。

要するに，カナダは，ほとんどの国と同様

に，大きくはその主たる投資パートナーがそ

のような税を持つゆえに持つ類の利潤税を有

している。このことが真実である限りにおい

て，おそらく，このような諸国は，税を法人

利潤に課すことを続けるはずである。税とい

うようなものが，個人所得税のもとでキャピ

タル・ゲインへの不適切な課税を手助けした

り，ある程度，法人形態において得られる企

業家的レントや他のレントに課税するといっ

たように，追加的論拠を持つという事実は，

ある意味では，偶発的なことがらである。あ

る程度，資本の正常なリターンに対して現行

税が影響を与えるその程度から，ゆがみコス

トが生じる。このコストは，利潤税がほとん

どいたるところに存在するような世界の開放

経済においては，おそらく，「正常な」平均

― 世界的広がりにおける― 税と異なる

「物品税」に関してのみ生じる。驚くべきこ

とであるが，おそらくこの観点から，資本市

場のまさしくグローバル化（これは，しばし

ば，法人利潤税の将来をはっきりとは見えな

いものにするといわれてきたが ）は，閉

鎖経済に存在するであろうよりも，国民的観

点から法人所得税に対してより健全な論拠を

提供するようにみえる。

法人利潤への課税は，公的部門が，国境を

超えて活動する企業の利潤を如何にシェアす

るかということである。それらは，また外国

投資によって生み出される経済的レントが利

用されるその方法でもある。そして限られた

程度であるが，諸国が若干の 税を外国人

に輸出できるその方法でもあろう。このよう

な税は，逃げようとするものではない。また

そうさせるはずもない。

5.3 コストへの課税

ある程度法人所得税を合理的に説明するも

のとして列挙されるちょとばかり外聞の悪い

議論（少なくとも純粋な学術的な意味合いに

おいては）と対比して，租税をビジネス活動

一般に課すことのまともな議論を，先に言及

した。特に，費用軽減的公共部門出費の限界

コストを利用者負担を通じて埋め合わせする

こと，あるいは否定的な外部性を適切な使用

料によって代償することが可能ではないその

程度によって，何らかの形態でのビジネス活

動への広いベースの一般的課税が，正当化さ

れよう。法人は，ビジネスが組織される主た

る形態であり，そして，ビジネス活動に課税

する場合の最も容易な形態である故に，法人

インプットまたはアウトプットに関連する課

税の何らかの形態は，一定の環境のもとでは，

正当化されよう。

この考え方は，しかしながら，労働（給与

税）または資本（資本税）といったインプッ

トに課税することについて何らかの支持を与

えるものではない。代わりに，必要とされる

ように思われるものは，付加価値への税のよ

うに，生産技術の選択に中立的なより広い

ベースに対する課税である。特に，法人に対

する「特典」税についての妥当な形態は，低

率の所得型付加価値税または，最近「事業価

値税」（BVT）と呼ばれるものであるように

思われる。このような税は，消費ベースとい

うよりも所得ベースであるということにおい

て，標準的なVATとは異なる。つまり，そ

の税は利潤ならびに賃金に課され，また生産
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に対して課せられるのであり，消費に対して

課されるのではない。このことは，それは輸

出に対して結果において課せられるのであり，

輸入に対して課せられるのではないことを意

味する。このような税の事例は，最近は他の

ところで広範にわたって研究されてきたので，

ここではこれ以上は議論しない 。

5.4 法人税ミックスの変化

特に発展途上国では，適切な行政上の議論

が，しばしば，総資産をベースとする「最

低」法人税を課することについてなされうる。

その議論は，課税可能な所得の一定最低率は，

法人によって利用されるすべての資産から得

られると仮定されるべきである，ということ

である。もし報告された実際の率が推定率を

超えるとすれば，正常な法人税が適用される。

もし報告された率がわずかにそれに達しない

とすれば，推定率が適用される。このような

課税は，二つの仕方で正当化される。第一に，

最低の代替税に従う会社は，うまくごまかす

ことができる。つまりそれらは，本当は，す

くなくとも推定リターンを得るが，そしてそ

れらの真の利潤を隠してしまうのである。第

二に，もしそれらが本当に推定リターンを得

ない場合には，次のようにすべきである。つ

まり，資産を非効率につかっているのであり，

それをよりよく使用できる誰かに，望むべく

は納税者に，まかせるべきである。このよう

な議論は，いくつかの発展途上国では，人の

心を引くが ，しかし先進国にはほとんど

適していない。

まさしく，先に述べた最も単純な「政策柔

軟性」論拠（政策的な手段は多ければおおい

ほどがよいが）を別にすれば，殆どの国で最

適法人税ミックスは，ビジネス付加価値（そ

の源泉ベース）への一般的低率税の形態と結

び合わされた主要な投資パートナーレベルに

密接な法人利潤課税以上のものからは，殆ど

構成されてない，ということであるように思

われる。

６．結 論

この議論は，厳密に分析的タームでみるに

せよ，またはより広い政治経済的枠組みでみ

るにせよ，最適法人税構造を導き出すことに

おける開放経済仮定の重要性を強調した。す

でに示唆したように，おそらくいくらか逆説

的にではあるが，現行システムは国際的要因

によって形成されてきたその程度のゆえに，

最近年において大変大げさに吹聴されるグ

ローバル化の増大は，このような改革の必要

性を増大させるよりもむしろ低下させている

ようである。いいかえれば，法人課税におい

て改革が必要とされる場合には，もっとも早

く起こった変更がそうであるように，その変

更は実際に行われるであろう。なぜなら，あ

る国の主たる貿易相手国が同様な変更をしよ

うとする場合には，その国には選択の余地は

殆どないであろうからである 。

法人税を改革することに関してなされうる

もの，そしてなされるべきことを決定する他

の重要な要因は，変更のコストである。この

議論はすべての政策変更に当てはまる。もし

（政治的ならびに経済的コストと利益を計算

に入れて）期待される現在価値が，明らかに

変更のコストに勝ることがないのならば，変

更はなされるべきではない。先に述べたよう

に，制度はそれらの存在に適応するという意

味において，「古い税は良い税である」。もし

政策が変更されるならば，新しいシステムを

学習する必要性など，不確実性の増大の形態

において課せられるコストは，複雑な現代経

済においては，大きいであろう。このことが

より多く真理である領域は，われわれの社会

の主たる経済的行為者である法人に課税する

領域以上のものはない 。いずれかの重要
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な変更から生じる純利益は，それを価値ある

ものにすべく，非常に明確なものでなければ

ならない。

議論のこの方向が意味するものは，ほとん

どの国にとって従うべきもっとも報われる政

策は，現行の法人利潤税の限界で調整するこ

とであろう。このような調整は，特に特定の

産業にとって非常に重要であろうが，しかし，

それらは「主要な」法人税改革を構成してい

るようには思われない。先に述べたように，

（ある種のキャッシュ・フロー税の導入と

いった）真に重要な改革は，もし，いってみ

ればリーダー国に従うつもりがないとすれば，

殆どの国で，賢明であるとは思われない。多

くの国で，現行の資本税（そして恐らく給与

支払い税）を低率の BVTにより置き換える

ことは，上で示唆したように，同様に困難な

ことが証明されよう。イタリアは，最近この

方向に向かったけれども 。他の国が同じ

ことをするか，またできるかは，まだ見えて

こない。
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